
化学物質管理センター リスク管理課

山城 丈

【相模原市化学物質セミナー】

ご不明な点がございましたら、『todokede_prtr@nite.go.jp』 へお問い合わせください。

PRTRの法改正と
リスクコミュニケーションについて



独立行政法人製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）
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安全とあなたの未来を支えます

製品安全

バイオテクノロジー

適合性認定
認定を通して製品などの信頼性確保を図り、
産業活動の促進、安全な社会の構築に貢献
認定を通して製品などの信頼性確保を図り、
産業活動の促進、安全な社会の構築に貢献

生物遺伝資源を産業に活かす生物遺伝資源を産業に活かす

化学物質管理

化学物質管理に関する
法施行支援
技術基盤の整備と情報提供

1

化学物質のリスク評価と安全管理を推進化学物質のリスク評価と安全管理を推進

より安全な消費生活用製品の普及によって
安心な社会づくりに貢献

より安全な消費生活用製品の普及によって
安心な社会づくりに貢献

国際評価技術
新技術の評価方法の確立により、
新たなビジネス、産業の発展に貢献
新技術の評価方法の確立により、
新たなビジネス、産業の発展に貢献



化学物質審査規制法
（化審法）関連業務

化学物質管理情報の整備・提供業務化学物質管理情報の整備・提供業務

行 政
法令整備・施行
化学物質管理

国 民
化学物質に関する
正しい理解

事業者
法令遵守
自主管理

相 互 理 解

● 化学物質の有害性等の情報の整備提供
● 化学物質のリスク等に係る相互理解のための
情報の整備提供

化学物質管理情報提供
有害性情報

リスク評価情報等
法施行支援

化学物質
管理支援

化学物質排出把握管理促進法
（化管法）関連業務

● 化管法施行支援
● 化管法関連情報の収集・解析

化学物質のリスク評価業務化学物質のリスク評価業務

● スクリーニング評価、リスク評価等
● リスク評価等に必要な情報の整備
● リスク評価手法に係る検討

● 新規化学物質審査
● 化学物質名称付与

新規化学物質の事前審査支援業務新規化学物質の事前審査支援業務

化学兵器禁止法関連業務化学兵器禁止法関連業務

● 化兵法に基づく国際機関による検査等への立会い
● 国内事業者への立入検査
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NITE化学物質管理センターの業務
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GHSの総合的な情報提供

GHS総合情報提供サイト GHS混合物分類判定ラベル/SDS作成支援システム
（NITE-Gmiccs）

• 政府実施のGHS分類結果の公
表

• 英語版作成、分類結果が一目で
わかるNITE統合版の公表

• GHSの理解とSDS作成支援の
ための情報提供と教育・学習資
料等の公開

R2FY作成、R3年4月から運用開
始

• 化学品（混合物）のGHS分類
を自動で判定し、ラベルを作
成するWebツール

化学物質管理に関する国内外の法規制情報、有害性等の情報提供

国内・海外法
規制情報、有
害性リスク評
価等の情報を
収載（約30万
物質）

化学物質総合情報提供システム
（NITE-CHRIP）

日ASEAN化学物質管理データベース
（AJCSD）

ASEANから
提供された
法規制対象
物質やGHS
分類結果等
の情報を収
載

化審法データベース
（J-CHECK）

化審法に特化
し、試験デー
タ等を含む詳
細な情報を収
載

メールマガジン（NITEケミマガ）による化学物質管理に関する最新情報の提供

化学物質管理に関するサイトの新着情報、報道発表情報等を「NITEケミマガ」として、
原則毎週木曜日に無料で配信しています。（2023年10月現在、配信登録件数:約11,700件）

NITEの化学物質管理関係情報コンテンツ

• GHS分類結果をSDS
様式に出力すること
が可能
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経済産業省及び
環境省は
届出データを集計し、
結果を公表するとともに、
関係省庁及び都道府県へ通知

自社の排出量、移動量の位置づけを
確認。化学物質管理活動の評価・改善

個別事業所毎、対象物質毎に

化学物質の環境中への排出量と

廃棄物に含まれての移動量を把

握

経済産業省及び環境省は届出デー
タ以外の排出源（家庭、農地、自動
車等）を推計

事業者

国

管理状況に対する評価

令和4年度届出
3２,729件

化学物質の排出、

管理状況に関する

国民の理解の増進

国民

個別事業所データ
の開示請求・公表

◎物質別、業種別、地域別
等の集計結果を公表

◎個別事業所データの公表

ＰＲＴＲ制度の体系

4



NITEの役割 PRTR制度に基づく届出の集計から公表に至る一連の事業を行う我が国の唯一の機関とし
て、化管法の施行が円滑に施行できるように、以下のような業務を実施

ＰＲＴＲ対象事業者 都道府県等 事業所管大臣

経済産業省
環境省

届出

ＰＲＴＲ届出の流れ

公表

通知

法所管大臣

・書面届出の電子化
・届出内容確認
・疑義照会等

・集計結果公表
・届出内容確認
・疑義照会
・記録、集計

・排出量等の把握

PRTR届出関係業務
＊届出・記録・集計用電算機の維持、管理

・電子届出システム、届出管理システム、ファイル記
録システム（法第８条第１項の規定）、集計システ
ム（法第８条第３項の規定）の開発、改良

・システムの維持管理

＊届出データの内容確認、電子化
・事業所管大臣の依頼により届出書の受理、内容確
認、電子化、届出内容の疑義照会等を実施

＊届出データの記録・集計
＊公表用資料案の作成

問合せ

化管法関連情報の収集解析
＊リスク評価
・PRTRマップ（濃度マップ・排出量マップ）の作成
・PRTRマップデータを活用したリスク評価の実施
・地方自治体との連携によるリスク管理促進

化管法の普及啓発活動
＊問合わせ対応

・届出要件、排出量算出等の技術的サポート
・電子届出システム利用のためのサポート

＊問合わせ内容の整理
・質問事項のとりまとめ

経済・環境・財務・防衛・文科・厚労・国交・農水

・受付
・事業所管大臣へ移送

受理・送付

PRTR制度におけるNITEの役割
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1. 化管法の概要とPRTR制度について

2. 化管法政省令改正とPRTR制度

3. リスクコミュニケーション
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PRTRの法改正と
リスクコミュニケーション



事業者及び国民の理解のもとに、PRTR制度及びSDS制度を導入し、
－ 事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、
－ 環境の保全上の支障を未然に防止する

◆ PRTR制度（Pollutant Release and Transfer Register）
法により定められた有害なおそれのある化学物質について、環境への排出量及び
廃棄物に含まれての移動量を、事業者が自ら把握して国に届け出をし、国は届出
データや推計に基づき、排出量・移動量を集計・公表する制度
排出量→大気への排出、公共用水域への排出、土壌への排出、埋立処分
移動量→下水道への移動、事業所の外への移動量（廃棄物）

◆ SDS制度（Safety Data Sheet）
事業者が化学物質を他の事業者に譲渡・提供する際、その化学物質の性状や
取扱いに関する情報の提供を義務つける制度

目的

化管法の概要
特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律
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目的（化管法第一条）
環境の保全に係る化学物質の管理に関する国際的協調の動向に配慮しつつ、化
学物質に関する科学的知見及び化学物質の製造、使用その他の取扱いに関す
る状況を踏まえ、事業者及び国民の理解の下に、特定の化学物質の環境への排
出量等の把握に関する措置（PRTR制度）並びに事業者による特定の化学物
質の性状及び取扱いに関する情報の提供に関する措置（SDS制度）等を講ず
ることにより、事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境の保
全上の支障を未然に防止すること。

化管法の目的

◆化管法の特徴
(1)国際的な動向を踏まえてできた制度であること
(2)幅広い化学物質を対象としていること
(3)国民の理解の増進
(4)事業者の自主的な管理の改善の促進
(5)環境行政を進めるための情報源
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化学物質管理指針（化管法第三条）
主務大臣は、事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境の
保全上の支障を未然に防止するため、化学物質の物理的化学的性状についての
科学的知見及び化学物質の製造、使用その他の取扱い等に関する技術の動向
を勘案し、指定化学物質等取扱事業者が講ずべき指定化学物質等の管理に係
る措置に関する指針（化学物質管理指針）を関係行政機関の長に協議した上
で定めるものとしている。

◆化学物質管理指針
対象化学物質やそれを含む製品を取り扱う事業者がそ
れらを管理するときに留意すべき措置を示したもの
(1)管理の方法
(2)使用の合理化
(3)排出の状況に関する国民の理解の増進
(4)化学物質の性状及び取扱いに関する情報の活用

化学物質管理指針
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事業者の責務（化管法第四条）
指定化学物質等取扱事業者は、指定化学物質等が人の健康を損なうおそれがあ
るものであること等を認識し、かつ、化学物質管理指針に留意して、指定化学物質
等の製造、使用その他の取扱い等に係る管理を行うとともに、その管理の状況に関
する国民の理解を深めるように努めなければならない。

化管法における事業者の責務

10

事業者においては、指定化学物質の管理の改善に努め、
その管理の状況についての説明会を開催すること等を通じ
て、自主的・積極的に国民に対する理解増進の取組（リ
スクコミュニケーション）を行うことが望まれる。



経済産業省及び
環境省は
届出データを集計し、
結果を公表するとともに、
関係省庁及び都道府県へ通知

自社の排出量、移動量の位置づけを
確認。化学物質管理活動の評価・改善

個別事業所毎、対象物質毎に

化学物質の環境中への排出量と

廃棄物に含まれての移動量を把

握

経済産業省及び環境省は届出デー
タ以外の排出源（家庭、農地、自動
車等）を推計

事業者

国

管理状況に対する評価

令和４年度届出
32,729件

化学物質の排出、

管理状況に関する

国民の理解の増進

国民

個別事業所データ
の開示請求・公表

◎物質別、業種別、地域別
等の集計結果を公表

◎個別事業所データの公表

ＰＲＴＲ制度の体系
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PRTR届出の要件

① 対象業種：24業種
政令で指定している24業種に該当
（金属鉱業、原油・天然ガス鉱業、製造業、電気業、ガス業、熱供給業、下水道業、倉庫
業、石油卸売業、燃料小売業、自動車整備業、一般廃棄物処理業、医療業・・・）

② 事業者規模：常用雇用者数21人以上

③ A 年間取扱量：1トン以上の事業所
（特定第一種指定化学物質は0.5トン以上）

又は
B 特別要件施設：特別要件施設を設置している事業所
（下水道終末処理施設、一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理施設、ダイオキシン
類対策特別措置法により規定される特定施設、鉱山保安法により規定される建設物等
施設）

前年度、①～③の要件すべてに該当する事業者は届出が必要

事
業
者
単
位

事
業
所
単
位
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化管法の対象化学物質（法第2条、施行令第1、2条）

・第一種指定化学物質：515物質
（令和５年度届出は462物質）

・第二種指定化学物質：134物質（100物質）

・特定第一種指定化学物質：23物質（15物質）

・第一種指定化学物質のうち、発がん性、変異原性、生殖・発生毒性について高い有害性が認められる物質、一定以
上の生態毒性を有する物質で難分解性かつ高蓄積性を有する物質。

・対象物質：ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ、石綿、ｴﾁﾚﾝｵｷｼﾄﾞ、ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物、六価ｸﾛﾑ化合物、ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、3,3’-ｼﾞｸﾛﾛ-4,4’-ｼﾞｱﾐﾉｼﾞﾌｪﾆﾙﾒﾀﾝ、

1,2-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾊﾟﾝ、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類、ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ﾄﾙｲｼﾞﾝ、ﾆｯｹﾙ化合物、砒素及びその無機化合物、1,3-ﾌﾞﾀｼﾞｴﾝ、2-ﾌﾞﾛﾓﾌﾟﾛﾊﾟﾝ、
ﾍﾞﾘﾘｳﾑ及びその化合物、ﾍﾞﾝｼﾞﾘｼﾞﾝ=ﾄﾘｸﾛﾘﾄﾞ、ﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ﾍﾟﾝﾀｸﾛﾛﾌｪﾉｰﾙ、ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ、鉛及びその化合物、ﾋﾞｽ(ﾄﾘﾌﾞﾁﾙｽｽﾞ)=ｵｷｼﾄﾞ

※ばく露性の基準を考慮せず、有害性基準に該当し自主管理が必要な物質7

※赤字は令和５年4月1日から追加になった物質

※令和５年4月1日改正政令が施行。
（ ）は施行前の物質数

有害性（ハザード）とばく露可能性に着目
して選定

※ばく露性の基準を考慮せず、有害性基準に該当し自主管理が必要な物質

・
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例外的に把握をしなくてもよい製品



1. 化管法の概要とPRTR制度について

2. 化管法政省令改正とPRTR制度

3. リスクコミュニケーション
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PRTRの法改正と
リスクコミュニケーション
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1.施行令の改正内容【令和3年10月20日公布令和5年4月1日施行】
第一種指定化学物質（PRTR制度及びSDS制度対象）及び第二種指定化学物質（SDS

制度対象）の見直しを実施。

2.施行規則の主な改正内容【令和4年3月31日公布】（※施行日の記載がない項目は同日施行）

(1)第一種指定化学物質排出量等届出様式の変更【施行日令和5年4月1日】※令和6年度届出より適用

政令番号に代わり管理番号による届出、法人番号・メールアドレスの追加。

(2)電子届出の届出期間の延長
令和４年度から令和６年度までに行われる届出に限り、電子届出の届出期限を１か月間延長。

(3)特別要件施設において把握すべき事項の追加
水俣条約の担保措置として大防法で測定義務が課された水銀及びその化合物を特別要件施設（下水道終末処理施設及び廃棄物処

理施設）の届出対象に追加。

(4)対応化学物質分類名の付与【施行日令和5年4月1日】
第一種指定化学物質の属する分類の名称（対応化学物質分類名）を付与するための別表改正。

化管法の見直し内容（概要）①
産構審制度WG報告書（令和元年度）、化学物質審議会答申（令和２年度）における提言
に基づき、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法

律施行令、施行規則の一部を改正。
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3.化学物質管理指針の改正内容【令和4年11月4日公布・施行】
「事業所における指定化学物質等の管理の状況について、当該事業所の所在地を管轄

する地方公共団体に適切な情報の提供を行うよう努めること」と「災害発生時における指
定化学物質等の漏えいを未然に防止するため、具体的な方策を検討し、平時から必要な
措置を講ずること」を配慮すべき事項として追加。

化学物質管理指針とは

法第3条第1項の規定に基づき、事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境の保全上の支障を未然に防止するた
め、指定化学物質等取扱事業者による自主的な取組に当たって留意すべき事項を示したもの。

背景
近年の災害の発生状況等を受け、審議会とりまとめ（令和元年6月）において指定化学物質等取扱事業者と地方公共団体との連携

や、災害による被害の防止に係る指定化学物質等取扱事業者の平時からの取組を一層促進させる必要がある旨が取りまとめられた。

4.SDS省令※の改正内容【令和4年3月31日公布・施行】
情報の提供方法等を見直し（メールの送信又はインターネットを利用した情報の提供等、

相手方が容易に閲覧できるものを提供方法に追加。）。
※指定化学物質の性状及び取扱いに関する情報の提供の方法等を定める省令

5

化管法の見直し内容（概要）②
産構審制度WG報告書（令和元年度）における提言に基づき、化学物質管理指針を改正。
また、デジタル化の進展を踏まえ、SDS省令を改正。

備考：化管法見直しとは別に、デジタル臨時行政調査会が示したアナログ規制の見直しの方針を踏まえ、令和５年12月施行で化管法政省令が一部修正
されています。詳細は、 下記の経済産業省のHPをご参照。

経済産業省：https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/8_1_2.html
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届出事項（法第5条第2項、施行規則第6条）（新様式は令和６年度から）

PRTR届出の手引き
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/pdf/tebiki/R4tebiki_downloadall.pdf

NITE HP：PRTR届出システムのデモページより抜粋

事業所ごとの届出事項（本紙）
・事業者の名称
・法人番号
・事業所の名称
・事業所の所在地
・事業所において常時使用される従業員の数
・事業所において行われている事業が属する業種
・電子メールアドレス
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届出事項（法第5条第2項、施行規則第6条） （新様式は令和６年度から）

NITE HP：PRTR届出システムのデモページより抜粋

第一種指定化学物質ごとの届出事項（別紙）

（移動量）
・下水道への移動
・当該事業所の外への移動
（下水道への移動を除く。）

（排出量）
・大気への排出
・公共水域への排出
・当該事業所における土壌への排出
（当該事業所における埋⽴処分を除く。）
・当該事業所における埋⽴処分

（化学物質の情報）
・第一種指定化学物質の名称
・第一種指定化学物質の管理番号



20

※構造が類似する物質等の統合、「有機スズ化合物」の分離により、最終的に515物質となる。

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/seirei4.html

化管法政令改正による化管法対象化学物質数の概況

＜改正前 （2008年改正）＞

改正前化管法
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化管法対象化学物質の管理番号について①
事業者の負担軽減のために管理番号を導入（政令改正のたびにPRTR届出に必要な
政令番号が変更されることになる）。
管理番号は改正前の政令番号を基本として改正前の第一種指定化学物質、第二種
指定化学物質、新たに追加された第一種指定化学物質、第二種指定化学物質の順に
番号を付与。
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化管法対象化学物質の管理番号について②
同じ物質であっても、グループ化した物質、分離した物質については別物質として管理
番号を付与しており、注意が必要。

・化管法管理番号リストを公開（全化学物質の管理番号、新旧政令番号、変遷について
確認可能）
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/pdf/211015reflist.xlsx
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化管法対象化学物質の管理番号について③
同じ物質であっても、グループ化した物質、分離した物質については別物質として管理
番号を付与しており、注意が必要。

・化管法管理番号リストを公開（全化学物質の管理番号、新旧政令番号、変遷について確
認可能）
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/pdf/211015reflist.xlsx
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対象化学物質の名称変更について①
対象化学物質の名称について「IUPAC命名法」を基本として名称の付与、修正を実施。

(1)ノルマルの削除
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対象化学物質の名称について「IUPAC命名法」を基本として名称の付与、修正を実施。

(2)ウレアから尿素への変更

(3)炭素鎖の表記の統一化

対象化学物質の名称変更について②
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化管法対象化学物質の確認方法について①
１.対象化学物質のリストについて

【管理番号リスト（新旧対照表）】全化学物質の管理番号、新旧政令番号、変遷について確認可能。

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/pdf/211015reflist.xlsx
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化管法対象化学物質の確認方法について②
１.対象化学物質のリストについて

【指定化学物質リスト】
種別に政令番号順に並べたリスト。
（第一種指定化学物質）https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/pdf/211015class1.pdf
（第二種指定化学物質）https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/pdf/211015class2.pdf

２.英語名称のリストについて

参考情報として、NITE-CHRIP（英語版）に掲載。
https://www.nite.go.jp/en/chem/chrip/chrip_search/intSrhSpcLst?_e_trans=&slScNm=RJ_02_002
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化管法対象化学物質の確認方法について③

【代表的なCAS登録番号】
NITEのホームページにて、代表的なCAS登録番号について確認可能。変遷についても確認可能。
https://www.nite.go.jp/chem/prtr/data/R3_PRTR_SDS_LIST.xlsx

３．CAS登録番号の情報について

参考情報として、全ての物質に関する確認済みのCAS登録番号を記載したリストを公表。
https://www.nite.go.jp/chem/prtr/data/R3_PRTR_SDS_ALL_LIST.xlsx

【確認済みCAS登録番号】
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化管法対象化学物質の確認方法について④
４.その他のお問い合わせが多かったもの
その他政令改正による対象化学物質の変更についてはHPにて情報提供をしていますのでご確認ください。
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/seirei4.html
問３
ヘプタン（管理番号731）は直鎖構造だけでなく分枝構造も含むのでしょうか。

C－C－C－C－C－C－C－C

C

C－C－C－C－C－C－C

C

C－C－C－C－C－C－C

C

C－C－C－C－C－C－C

C C

C－C－C－C－C－C

C C

C－C－C－C－C－C

C

C－C－C－C－C－C

C

C

C－C－C－C－C－C

C
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化管法対象化学物質の確認方法について④
４.その他のお問い合わせが多かったもの
その他政令改正による対象化学物質の変更についてはHPにて情報提供をしていますのでご確認ください。
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/seirei4.html
問３
ヘプタン（管理番号731）は直鎖構造だけでなく分枝構造も含むのでしょうか。

答３
炭化水素鎖の炭素数が指定されており（「プロピル」「ブチル」「ペンチル」「ヘキシル」「ヘプチル」「オクチ
ル」「ノニル」「デシル」等）、構造を示す接頭語（「イソ」「セカンダリ」「ターシャリ」等）が無い場合は、直鎖
構造のみを指します。
一方、炭化水素鎖が「アルカン」「アルケン」「アルキル」「アルケニル」「アルカノイル」と表記されており、
構造が限定されていない場合は、直鎖構造も分枝構造も含みます。
以上のことから、ヘプタン（管理番号731）は直鎖構造のみが対象となります。

C－C－C－C－C－C－C－C

C

C－C－C－C－C－C－C

C

C－C－C－C－C－C－C

C

C－C－C－C－C－C－C

C C

C－C－C－C－C－C

C C

C－C－C－C－C－C

C

C－C－C－C－C－C

C

C

C－C－C－C－C－C

C
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化管法対象化学物質の確認方法について④
４.その他のお問い合わせが多かったもの
その他政令改正による対象化学物質の変更についてはHPにて情報提供をしていますのでご確認ください。
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/seirei4.html
問４
エチレンジアミン四酢酸並びにそのカリウム塩及びナトリウム塩（管理番号595）は、エチレンジアミン四
酢酸ナトリウムカルシウム塩やエチレンジアミン四酢酸ナトリウム鉄塩等は含まれるでしょうか。

EDTA

H2ーEDTAーHNa
NaHーEDTAーHNa

Na2ーEDTAーHNa

Na2ーEDTAーNa2

H2ーEDTAーHK
KHーEDTAーHK

K2―EDTA―HK

K2ーEDTAーK2

NaKーEDTAーKNa

CaーEDTA2― 2Na＋

FeーEDTA― Na＋
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化管法対象化学物質の確認方法について④
４.その他のお問い合わせが多かったもの
その他政令改正による対象化学物質の変更についてはHPにて情報提供をしていますのでご確認ください。
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/seirei4.html

答４

エチレンジアミン四酢酸、エチレンジアミン四酢酸のカリウム塩、エチレンジアミン四酢酸のナトリウム塩
のみが対象で、カリウムとナトリウムを同時に含む塩や、カリウム、ナトリウム以外の元素を含む塩は対
象外です。

問４
エチレンジアミン四酢酸並びにそのカリウム塩及びナトリウム塩（管理番号595）は、エチレンジアミン四
酢酸ナトリウムカルシウム塩やエチレンジアミン四酢酸ナトリウム鉄塩等は含まれるでしょうか。

EDTA

H2ーEDTAーHNa
NaHーEDTAーHNa

Na2ーEDTAーHNa

Na2ーEDTAーNa2

H2ーEDTAーHK
KHーEDTAーHK

K2―EDTA―HK

K2ーEDTAーK2

NaKーEDTAーKNa

CaーEDTA2― 2Na＋

FeーEDTA― Na＋
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化管法対象化学物質の確認方法について⑤
使用している化学物質が対象化学物質に該当するかの確認は、NITE-CHRIPが便利。
化学物質、法規制、どちらからも調べる事が可能。

（NITE-CHRIP掲載URL（NITE HP）） https://www.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/systemTop

化学物質名称やCAS登録
番号等から調べる場合は
こちらをクリック

法律名等から調べる
場合はこちらをクリック



1. 化管法の概要とPRTR制度について

2. 化管法政省令改正とPRTR制度

（電子届出のお願い）

3.リスクコミュニケーション
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PRTRの法改正と
リスクコミュニケーション



処理 電子届出 書面届出
基本情報は登録済 手書き
入力補助＆ミス防止機能つき or　word等（PCソフト）

or　届出作成支援システム※で作成
※当システムでの作成のみ入力補助＆ミス防止機
能つき。

2.届出書印刷 不要（印刷は可能） 必要
届出システムからボタンをクリック！ 郵送（切手必要）
※新規届出提出の利用期間は、
4/1～6/30 or　直接自治体へ持参

多い
形式的な入力ミス

届出システムで回答
（ご自身の都合のよい時間に回答可能）

６.過去の届出と比較 過去の届出データ（電子届出の
み）と比較可能。 毎年コピー（紙）保管なら比較可

電話＆FAX等で回答

1.届出書作成

3.提出方法

4.照会 少ない

5.照会への対応

==期間限定==
令和４-6年度の電子届出のみ7/31まで

電子届出のメリット
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電子届出のメリット(届出書作成時点)

毎回同じ情報を
入力しなくても
大丈夫！！

届出書作成時は、『届出者の情報』、『事業所の情報』、
（昨年度も届出している場合）『別紙の情報』が入っているので作成がとても簡単！

36



例えば・・・ 電子届出のメリット(届出書作成時点)

過去の届出と比較し疑義があった場合、警告が表示される。
例えば・・・（去年の値より約１０００倍の数値を入力した場合）

担当者が単位を誤って登
録した場合、ここで間違い
に気づけるかも？

例えば・・・（誤って取扱量を入力してしまった場合）

確認を求められることで、誤
りに気づけるチャンスが！
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例えば・・・電子届出のメリット(届出書作成時点)

自動的に有効数字を２桁に変換してくれます！！

【参考】届出の手引き４２ページ
排出量等の数値は有効数字２桁で
記載する必要があります。
詳細については
『届出の手引き』
と検索すると上位に表示されますので、
そちらからご確認いただくか、下の
URLからご確認ください。
https://www.meti.go.jp/policy/chem
ical_management/law/prtr/pdf/tebi
ki/R2tebiki_download_all.pdf
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PRTR届出システムが2023年度にリニューアル
その１：既にユーザIDを所有している場合、届出先追加の申請が（届出シ

ステム内の手続き）で完結します！
既にユーザIDを所持している事業
者が、別の届出先（都道府県ま
たは委任市）を追加する場合は、
全て(電子による使用届出提出～
受理～ID発行通知まで)システム
からできるようになります。

＜画面のイメージ＞
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PRTR届出システムが2023年度にリニューアル
そのほか・・・

クライアント証明が不要になりました。※2022年度から
2022年度から、クライアント証明を登録しなくても届出システムを利用することができる
ようになりました。
様式の改正への対応（管理番号、法人番号、メールアドレスの追加など）
2023年度までに電子届出を実施すると2024年度届出の際に前年度届出した事項が
自動で反映されます。※一部統合・分離があった物質は除く
燃料小売算出が届出システムに実装されます

<画面のイメージ>

別紙作成を押下すると別紙情報に反映
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これからも、より使い易い届出システムの運用や、
そのための情報発信を続けていく予定です。

2023年４月リニューアルにより更に使い易くなった
電子届出を、是非ご利用下さい。

・

41

令和3年度に改正された化管法政省令に関連した問合せのポイントをまとめた、
改正後化管法説明動画(YouTube)も、公開中です。ご活用下さい。
https://www.youtube.com/watch?v=rjJefQwgm9M



1. 化管法の概要とPRTR制度について

2. 化管法政省令改正とPRTR制度

3. リスクコミュニケーション

42

PRTRの法改正と
リスクコミュニケーション



事業者の責務（化管法第四条）
指定化学物質等取扱事業者は、指定化学物質等が人の健康を損なうおそれがあ
るものであること等を認識し、かつ、化学物質管理指針に留意して、指定化学物質
等の製造、使用その他の取扱い等に係る管理を行うとともに、その管理の状況に関
する国民の理解を深めるように努めなければならない。

化管法における事業者の責務

43

事業者においては、指定化学物質の管理の改善に努め、
その管理の状況についての説明会を開催すること等を通じ
て、自主的・積極的に国民に対する理解増進の取組（リ
スクコミュニケーション）を行うことが望まれる。
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リスクコミュニケーションの方法

実際にリスクコミュニケ―ションを進めていく場合は、その段階を5つに分けて考え
ます。

その最初となるのは、リスクについて情報を相手に伝えるところから始まります。

第2段階では、そのリスクについて
関係者間での意見交換を行い、そ
して相互理解を深めたらお互いに
責任を共有します。

そうすることで、関係者間の信頼構
築をするのが最終段階です。

https://resilient-medical.com/risk/communication-definition-example
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リスクコミュニケーションの例
リスク情報を利害関係者（Stake holder）で共有化し、意思の疎通を図る活動
をリスクコミュニケーションと呼ぶ。

例としてPRTR制度について説明する。

PRTR（Pollutant Release and

Transfer Register）制度は、化学
物質の環境への排出量・移動量
のデータを共有化し公開する。こ
れにより事業者自らの排出量の
適正な管理に役立つとともに、
市民と事業者、行政との対話の
リスクコミュニケーションの基盤
を提供することにもなる。こうした
ことを通じて、化学物質の環境リ
スクの削減が期待される。

制度を定めた化学物質管理促
進法は、事業者がデータを行政
に届出ることを定めているが、化
学物質の排出濃度や排出量な
どを規制しているわけではない。環境省HP「環境省PRTRインフォメーション広場」より
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主なリスクコミュニケーションの種類

リスクコミュニケーションに慣れていないために難しいと考えている方も中にはいる
かもしれませんが、決して特別な手法ということはなく、実際は日常的に行われて
いるコミュニケーションの1つです。

主なリスクコミュニケーションの手段には、以下の種類があげられます。
工場見学
職場体験
懇談会
説明会
地域や近隣企業と行う合同防災訓練 など

ステークホルダーとの信頼関係を構築するためには、なるべく複数の手段を用い
てリスクコミュニケーションを行うことが効果的であり、業種に併せてどのようなリス
クコミュニケーションが適切なのかを考えておくと良いでしょう。

https://fastalert.jp/column/risk-management/risk-communication

PRTR



GHSの総合的な情報提供

GHS総合情報提供サイト GHS混合物分類判定ラベル/SDS作成支援システム
（NITE-Gmiccs）

• 政府実施のGHS分類結果の公
表

• 英語版作成、分類結果が一目で
わかるNITE統合版の公表

• GHSの理解とSDS作成支援の
ための情報提供と教育・学習資
料等の公開

R2FY作成、R3年4月から運用開
始

• 化学品（混合物）のGHS分類
を自動で判定し、ラベルを作
成するWebツール

化学物質管理に関する国内外の法規制情報、有害性等の情報提供

国内・海外法
規制情報、有
害性リスク評
価等の情報を
収載（約30万
物質）

化学物質総合情報提供システム
（NITE-CHRIP）

日ASEAN化学物質管理データベース
（AJCSD）

ASEANから
提供された
法規制対象
物質やGHS
分類結果等
の情報を収
載

化審法データベース
（J-CHECK）

化審法に特化
し、試験デー
タ等を含む詳
細な情報を収
載

メールマガジン（NITEケミマガ）による化学物質管理に関する最新情報の提供

化学物質管理に関するサイトの新着情報、報道発表情報等を「NITEケミマガ」として、
原則毎週木曜日に無料で配信しています。（2023年10月現在、配信登録件数:約11,700件）

NITEの化学物質管理関係情報コンテンツ

• GHS分類結果をSDS
様式に出力すること
が可能
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PRTRマップ（ https://www.prtrmap.nite.go.jp/prtr/top.do ）

ＰＲＴＲ届出データの排出量を縮尺に応じて都道府県単位または市
区町村単位（自治体単位）または町名単位で色分け表示している。

排出量マップ

ＰＲＴＲの届出データと推計データの排出量を合計したデータをもと
に、気象データや物性データを加味した大気モデルにより大気中の
濃度を推定し、５ｋｍ×５ｋｍ又は１ｋｍ×１ｋｍのメッシュ単位で地
図上に表示している。（シミュレーションモデル：ＡＩＳＴ－ＡＤＭＥＲ）

濃度マップ

同期

PRTRマップの濃度マップを活用し、大気中推定濃度（ばく露量）を調べる。

ＰＲＴＲマップの活用
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定常的な実測が困難な場合は、

※毎年度データを更新。(最新版は2020年度把握分)

4． PRTRデータの活用



年度・物質の切替え

中心地点の濃度情報（年平均）

濃度マップから、推定濃度の分布や選択した地点の推定濃度を調べることが
できる。（年度や対象物質の選択が可能）

カーソルで選択した
地点の濃度情報

縮尺1/1万～1/20万
⇒1km×1kmメッシュ表示

縮尺1/35万～1/2,000万
⇒5km×5kmメッシュ表示

ＰＲＴＲマップ（濃度マップ）の機能

経年比較
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4． PRTRデータの活用



ご清聴ありがとうございました。

－安全とあなたの未来を支えます －
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https://www.nite.go.jp/chem/index.html

来年度のPRTR届出は4/1～です。
電子届出のご利用を推奨しております。
よろしくお願いいたします。


